
東京海上・世界モノポリー戦略

株式ファンド
（毎月決算型）（年１回決算型）（年６回決算型）

追加型投信/海外/株式

・日本の投資家の皆さまにお伝えしたいこと

・着実なパフォーマンスの背景

・今後のリスクと当ファンドへの影響
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個人投資家が重要視すべきことは、長期でみたリスク

とリターンのバランスを適切に取ることです。極端にリス

クを避けても、過度にリターンを追求しても、長期的な

資産形成の運用効率は落ちてしまいます。

将来を見据えた資産形成において、短期的なリターン

獲得だけでなく、長期での安定的なリターンを得ること

の大切さに気付き始めた投資家が増えてきているので

はないかと思います。

※ 上記は当資料作成時点のものです

日本の投資家の皆さまに

お伝えしたいこと

日本では新NISA

オファー・カーライナー

共同リード・ポートフォリオ・マネジャー

運用経験：29年

趣味：バスケットボール・クリケット

ソフィア・ラフマニ
マゼラン社 CEO兼

マネージング・ディレクター

ベン・マクビガー

共同リード・ポートフォリオ・マネジャー

運用経験：１６年

趣味：アウトドア

長澤 和哉

東京海上アセットマネジメント

代表取締役社長 兼 CEO

趣味：水泳・セーリング

リスクとリターンのバランスを効率的

に取るには分散投資が有効ですね。日本の投資家が

取り入れるべき投資先はありますか?

日本では米国株式やIT企業などの成長株式に多くの

資金を投資する傾向がみられますが、そこにインフラ・公

益企業の株式を組み入れ、資産の分散を図ることが大切

と考えます。インフラ・公益企業は、生活に必要不可欠な

サービスを提供していることから、景気や世界情勢の影

響を受けにくく値動きが安定する傾向にあります。

東京海上・世界モノポリー戦略株式ファンド（以下、

当ファンド）では、世界のインフラ・公益企業の中から、

規制に守られ価格決定力があり、利益成長が予測しやす

い企業への厳選した投資により、着実なパフォーマンス

の獲得を目指しています。当ファンドをポートフォリオに

組み入れることで、皆さまのより安定した資産運用に貢

献できると考えています。

当ファンドの実質的な運用を行う

マゼラン・アセット・マネジメント・リミテッド

２００６年にシドニーで設立され

グローバル上場インフラ株式投資を旗艦戦略とする運用会社

社長とファンドマネジャー

の対談レポート Vol.1

現地、シドニーで対談

をきっかけに、株式投資などに

よる資産運用が広がりつつあります。

そんな日本の投資家にメッセージはありますか?

販売用資料 2025年11月13日作成
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着実なリターンとディフェンシブ性を

合わせ持つ運用の秘訣をおしえてください
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今年の4月は、トランプ米大統領が公表した相互関税

の内容が想定以上であったため、インフレや景気減速が

懸念され、株式市場は急落しました。一方で、景気後退が

意識されても、人々が電気を使い、自動車で移動し、通信

技術を使って仕事や会話をするという生活様式は大きく

変わりません。

暦年リターンは毎年プラスを維持

安定的なリターン創出の秘訣

今年4月の相場急落時においても下値

抵抗力と相場急落後の回復は圧倒的でした

私たちが想定するリスクは、 トランプ関税の着地点、

米中貿易摩擦、中東情勢などです。しかし、これらの当

ファンドへの影響は小さいと考えています。

まず、規制に守られ価格決定力のあるモノポリー企業

は、関税等によるコスト上昇分を価格へ転嫁することで、

収益が守られる構造になっています。さらにモノポリー企

業はエリアごとのサービス展開になっていることから、関

税の対象となる国境を越えた取引の影響は少ないと言え

るでしょう。

また、紛争により原油やガス価格の上昇が懸念されま

すが、当ファンドでは値上がり分を価格転嫁できる企業

へ投資しているため、地政学リスクの影響を受けにくいこ

とが強みとなっています。

不透明感が残る市場環境のなかで

今後想定されるリスクと、当ファンド

への影響はどうなりますか？

当ファンドでは、企業利益のうち７５％以上が、規制で

守られ独占的に事業を行っている企業に投資をします。

そのような企業は、投資環境に左右されにくい安定した

収益を上げる構造を有しており、当ファンドの着実なリ

ターンとディフェンシブ性に寄与しています。

当ファンドの投資する電力・道路・通信企業などは、

こういった不透明感が強い環境下でも比較的安定した

収益が期待されるため、市場の急落時に下値抵抗力を発

揮します。

また一般的に、マーケットのリスクが高まる局面では

ハイリスクな資産が売却されますが、マーケットが回復し

始めると、投資家はリターンのために多少のリスクを取り

たいと考えます。つまり、回復初期の局面では、値動きの

大きい成長株式などよりも、株式投資のリターンを追求

しつつ、安定的な値動きをするインフラ・公益株式が選ば

れる傾向にあります。こういったことも、当ファンドの

回復が早かった背景であると考えられます。

年初来パフォーマンス

2024年１２月末～2025年10月末、日次

※ 上記は当資料作成時点または過去の情報であり、

将来の動向を示唆・保証するものではありません。
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当ファンド 世界株式 116.4

115.0

※2024年１２月末を１００として指数化。

※当ファンド:「東京海上・世界モノポリー戦略株式ファンド （毎月決算型）」
の税引前分配金再投資基準価額、信託報酬控除後をもとに計算。

※世界株式：MSCIワールド指数（税引後配当込み、円換算ベース）
※指数は当ファンドのベンチマークではありません。
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2020年3月の運用開始以降、世界的なインフレやそれに伴う急激な金利上昇、ロシアによるウクライナ侵攻等の

地政学リスクの高まり、トランプ政権による関税措置の発表等、市場を揺るがすさまざまな事象が発生しました。

そのような環境下でも、当ファンドの基準価額は概ね安定的に推移しています。設定来の年間騰落率は、2020年から

2025年のすべての年でプラスリターンを獲得しています。

<ご参考> 設定来の運用状況

毎月決算型の設定来の基準価額・純資産総額の推移

2020年3月13日（設定日）～2025年10月末、日次

2020年～2025年、年次

毎月決算型の年間騰落率の推移 毎月決算型の分配金＊の推移（円）
2025年10月末時点
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設定来分配金累計

※2020年は、2020年3月13日（設定日）～2020年末で計算。

※2025年は、2025年10月末までで計算。

※ 上記は毎月決算型の運用実績です。他の決算コースの運用実績は、当社ホームページでご確認ください。

※ 基準価額、基準価額（税引前分配金再投資）は1万口当たり、信託報酬控除後のものです。

※ 年間騰落率は、基準価額（税引前分配金再投資）をもとに算出しているため、実際の投資家利回りとは異なります。

※ 分配金額は、収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。分配対象額が少額の場合等には、分配を行わないことがあります。

＊ 1万口当たり、税引前

【当資料で使用した指数について】

MSCIワールド指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI社に帰属します。また、MSCI社は指数の内容を変更する権利および公表を停

止する権利を有しています。MSCI社の許諾なしにインデックスの一部または全部を複製、頒布、使用等することは禁じられています。MSCI社は当ファン

ドとは関係なく、当ファンドから生じるいかなる責任も負いません。
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収益分配金に関する留意事項
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

ファンドの主なリスク

● 投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されている
ものではなく、投資元本を割り込むことがあります。

● 運用による損益は、全て投資者に帰属します。

● 投資信託は預貯金や保険と異なります。

● ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

5

ファンドの特色

2

1

3

4

日本を除く世界の株式等の中から、「モノポリー企業」の株式等に投資します。

銘柄選定にあたっては、持続可能な競争優位性を持つと判断される銘柄を選別します。

モノポリー企業の株式等の実質的な運用は、「マゼラン・アセット・マネジメント・リミテッド」
が行います。

外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

※資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

5 「毎月決算型」、「年1回決算型」、「年6回決算型」の3ファンドからお選びいただけます。

※ファンドにおけるモノポリー企業とは、高い参入障壁等により、一定の地域においてモノ・サービス等を独占・

寡占していると判断する企業をいいます。
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お申込みメモ ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

ファンドの費用 ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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ファンドの関係法人

■販売会社 （当資料作成日時点）

登録金融

機関

金融商品

取引業者
日本証券業協会

一般社団法人

日本投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

毎月

決算型

年1回

決算型

年6回

決算型

株式会社 あいち銀行 ○ 東海財務局長（登金）第12号 ○ ○ ○ ○

株式会社 イオン銀行

（委託金融商品取引業者

 マネックス証券株式会社）

○ 関東財務局長（登金）第633号 ○ ○ ○ ○

池田泉州TT証券株式会社 ○ 近畿財務局長（金商）第370号 ○ ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 ○ 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ証券 ○ 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ新生銀行

（委託金融商品取引業者 株式会社

 ＳＢＩ証券）

○ 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○ ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ新生銀行

（委託金融商品取引業者

 マネックス証券株式会社）

○ 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○ ○ ○ ○

株式会社 大垣共立銀行 ○ 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○ ○ ○

ＯＫＢ証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第191号 ○ ○ ○

岡地証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第5号 ○ ○ ○ ○ ○

おかやま信用金庫 ○ 中国財務局長（登金）第19号 ○ ○ ○

株式会社 神奈川銀行 ○ 関東財務局長（登金）第55号 ○ ○ ○

京銀証券株式会社 ○ 近畿財務局長（金商）第392号 ○ ○

株式会社 京都銀行 ○ 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○ ○

株式会社 京都銀行

（委託金融商品取引業者

 京銀証券株式会社）

○ 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○ ○

株式会社 きらやか銀行 ○ 東北財務局長（登金）第15号 ○ ○ ○

静銀ティーエム証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第10号 ○ ○ ○

七十七証券株式会社 ○ 東北財務局長（金商）第37号 ○ ○ ○

株式会社 仙台銀行 ○ 東北財務局長（登金）第16号 ○ ○

第四北越証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第128号 ○ ○ ○

株式会社 大東銀行 ○ 東北財務局長（登金）第17号 ○ ○ ○

ちばぎん証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第114号 ○ ○ ○

長野證券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第125号 ○ ○ ○

百五証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第134号 ○ ○

ひろぎん証券株式会社 ○ 中国財務局長（金商）第20号 ○ ○ ○

株式会社 北陸銀行 ○ 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○ ○ ○

株式会社 北海道銀行 ○ 北海道財務局長（登金）第1号 ○ ○ ○ ○

松井証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○ ○ ○ ○

マネックス証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

丸八証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第20号 ○ ○

三菱ＵＦＪ ｅスマート証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

むさし証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○ ○

めぶき証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第1771号 ○ ○ ○

楽天証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

ワイエム証券株式会社 ○ 中国財務局長（金商）第8号 ○ ○ ○

商号（五十音順） 登録番号

加入協会 取扱いコース
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【一般的な留意事項】

 当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当たっては必ず

投資信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社までご請求ください。

 当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

 当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲載された図表等

の内容は、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

 投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動します。

したがって、元本が保証されているものではありません。

 投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に生じた利益および損失は、

全て投資家に帰属します。

 投資信託は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

 投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。

 登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。

ファンドの関係法人

登録金融

機関

金融商品

取引業者
日本証券業協会

一般社団法人

日本投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

毎月

決算型

年1回

決算型

年6回

決算型

足利小山信用金庫 ○ 関東財務局長（登金）第217号 〇

しずおか焼津信用金庫 ○ 東海財務局長（登金）第38号 〇

豊田信用金庫 ○ 東海財務局長（登金）第55号 ○ 〇

長野信用金庫 ○ 関東財務局長（登金）第256号 ○ 〇

浜松磐田信用金庫 ○ 東海財務局長（登金）第61号 〇

福島信用金庫 ○ 東北財務局長（登金）第50号 〇

商号（五十音順） 登録番号

加入協会 取扱いコース

■取次販売会社

https://www.tokiomarineam.co.jp/

サービスデスク0120-712-016

※営業日の9：00～17：00

■設定・運用、お問い合わせは

商号等：東京海上アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第361号

加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、

一般社団法人第二種金融商品取引業協会

（当資料作成日時点）

http://www.tokiomarineam.co.jp/

